
商業 

 

北海道の小売業は、全国と同様に事業所数、従業員数などで減少傾向にある一方、売場面積は増加している。

ただし道内諸都市間で地域差がみられる。北海道の卸売業は、全国と同様に事業所数、従業員数とも平成３年を

ピークに減少傾向にあり、道内卸売業は札幌への一極集中の状況にある。また、北海道の商圏は大きく８つに区

分されている。 

 

 

１．小売業  

北海道の小売業について、事業所数、従業員数の推移を昭和 54年以降の時系列でみると、事業所数は昭和

57年の6.6万をピークに平成16年では4.8万にまで減少し、従業員数は平成11年の約38万人をピークに平

成 16年でやや減少して約 36万人となっている（表１）。この間、全国の事業所数は昭和 57年の 172 万をピー

クに平成 16年では 124万へ減少、従業員数も平成 11年の約 803万人から平成 16年では約 776万人と減少

しており、北海道、全国とも事業所数は昭和57年、従業員数は平成11年をピークにその後減少へ転じている。 

年間販売額及び売場面積を見ると、北海道において年間販売額は平成９年の１兆 4,477 億円、売場面積は直

近（平成16年）の14万４千㎡がそれぞれ最高値となっており、全国も年間販売額は平成９年、売場面積は直近

がピークとなっている。 

事業所数がいち早く減少に転じ、次いで販売額が頭打ちとなり従業員数も減少に向かう中、売場面積だけが増

加傾向にある、という姿が北海道と全国に共通していることがわかる。 

「2005 我が国の商業」（経済産業省経済産業政策局統計部編）によると、直近では大型店（店舗面積１千㎡以

上）は事業所数、従業員数、売場面積が増加、販売額が頭打ちとなっていることから、中小小売業の減少の影

響が大きい。 

また平成16年の地域ブロック別の小売業の店舗数、従業者数、販売額、売場面積のシェアをみると、北海道で

は、それぞれ４－５％程度となっており、人口シェア（4.4％）に近い値となっている（表２）。また、東北・関東など

他の地域も比較的人口シェアに近い値となっている。平成16年までの過去５年間の変動を見ると、北海道では、

従業者数と販売額が全国を上回る減少を見せているが、売場面積の増加は全国を下回る。道内の消費不振の

影響が見て取れる。 

一方、北海道内の主要都市別では、売場面積で全道比３割の札幌が販売額の３分の１強を占めているが、販

売額そのものは落ち込んでいる（表３）。その他、大型店閉鎖の影響もあって各都市とも販売額は落ち込んでお

り、全道的に消費のパイが縮小する中で相対的に札幌集中が進んでいるという状況になっている。 

 

 

 

 

 

 



＜表１＞卸・小売業の状況 

 
 

＜表２＞地域ブロック別小売業の動向 

 
 



＜表３＞道内主要都市の小売 

 
 

２．卸売業 

北海道の卸売業について、事業所数、従業員数の推移を昭和 54年以降の時系列でみると、事業所数は平成

3年の19千箇所余りをピークに平成16年で 15千件余りにまで減少、従業員数は、平成3年の約19万人をピ

ークに平成 16年で約 16万人に減少してきており、ともに平成 3年をピークに減少傾向にある（表１）。この間、

全国では、平成 3年の事業所数約 46万箇所、従業員数 471 万人をピークに、平成 16年では事業所数約 37

万箇所、従業員数380万人余りとなって、減少傾向を辿っており、昭和57年の数値を下回る水準となっている。 

平成 16年の地域別の卸売業の事業所数、従業者数、販売額のシェアをみると、北海道ではそれぞれ 4.2％、

3.8％、3.2％となっており人口シェアを下回る（表４）。もっとも卸売業のシェアは、関東で事業所数（31.9%）従業

員数（37.4%）、販売額（49.7%）を占めており、東海、近畿も含めた大都市圏に集中する傾向にある。 

2004 年（平成 16年）までの過去 5年間の事業所数、従業員数、販売額の増減率をみると、北海道では、事業

所数（▲11.2％）従業員数（▲16.7％）、販売額（▲13.3％）と、大きく減少している。この傾向は全国、各地域と

も共通な動きとなっている。 

一方、卸売販売額の財別構成比をみてみると（図１）、平成 16年の北海道は「消費財」（注参照）の構成比が

56.5％と全国の 40.8％に比較して約 16 ポイント高い。これは、北海道の産業構造を反映し、農畜産物・水産物

や飲料・食料のウェイトが大きくなっているためと考えられる。また、各種商品卸の構成比が全国で約 12％とな

っているのに対して、北海道では 2％前後と低くなっている。 

北海道内の各主要都市における卸売業をみると、平成 11年から平成 16年にかけて店舗数、事業所数は全て

の主要都市で軒並み二桁の減少となっている（表５）。北海道の各主要都市において特徴的なことは、事業所

数、従業員数、年間商品販売額とも札幌市が人口比をはるかに上回る高いシェアを持っており、卸売機能は札

幌に集中している。 

このように、卸売業は企業再編や事業統合の進展、取扱商品の絞り込みなどを背景に、集約化、集中化が進ん

でいる。 



 

（注）卸売業の財別品目表 

 
 

＜表４＞地域ブロック別卸売業の動向 

 
 

 

 

 

 



＜表５＞道内主要都市の卸売 

 

＜図１＞卸売業財別構成比 

 



３．北海道の商圏 

北海道の商圏構成については、「北海道広域商圏動向調査報告書」（北海道商工観光部：平成4年 3月刊）の

中で、8大商圏 31中小商圏に区分されている（表６）。北海道の商圏の特徴として、本州とは地理的に隔てられ

ており、かつ面積も広大であることから、比較的独立性の強い商圏構成であることが挙げられる。そのため、前

掲の資料はやや古いものの、現在の商圏構成も特に８大商圏から成るという点などで変化は少ないとみられる。

但し、商圏の圏域人口を見ると、札幌商圏が増加しているのに対して、地方商圏は全て減少している。 

 

※ 「北海道広域商圏動向調査報告書」（平成 4年 3月刊行）に市町村合併を考慮して修正している。 

 

 

 



＜表７＞北海道内の商圏内人口（単位：人） 

 
※平成 3年は「北海道広域商圏動向調査報告書」、平成 17年は国勢調査による 

 


